大東市地域密着型サービス

「看護小規模多機能型居宅介護」
事業者募集要項

令和７年５月

大東市

目　次

１．　公募の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

　　２．　令和７年度に整備予定の種類・・・・・・・・・・・・・・・・２

　　３．　補助金の交付　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

　　４．　公募の日程等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３
　　５．　選定スケジュール・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

　　６．　審査基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

　　７．　選定結果の通知・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５
　　８．　選定事業者の努力規定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５
９．　応募資格（要件）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

　　１０．応募に係る提出書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７
　　１１．留意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
　　１２．選定後の手続について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
１３．問い合わせ・提出先・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
１．公募の目的
高齢者が住み慣れた地域において生活を継続できるようにすることを目的とした地域密着型サービスを提供するために、第９期大東市総合介護計画に基づき地域密着型サービス事業を運営する事業者を募集します。
本公募は、看護小規模多機能型居宅介護を整備・運営する事業者を、公正かつ公平に選定するために、これを募集するものです。
２．令和７年度整備予定の地域密着型サービスの種類

	区　分
	事業所数

	看護小規模多機能型居宅介護

（宿泊９床）
	１箇所


※　応募・採用がない場合は、再度、募集することがあります。
３．公募の日程等

①　申請受付

1)受付期間：令和７年８月２９日(金)まで
（ただし、土・日・祝日を除く午前９時から午後５時）

2)受付方法：郵送による受付はしませんので、あらかじめ高齢介護室 高齢政策グループまで、来庁日時を電話で予約のうえ、提出書類を持参ください。　電話番号072-800-3244（直通）
②　応募に関する質問

1)受付期限：令和７年８月１３日(水)午後５時まで
2)質問方法：大東市保健医療部高齢介護室高齢政策グループまで、質問票（様式５）をＦＡＸまたは電子メールにより提出してください。
提出は［ 12．問い合わせ・提出先 ］を参照ください。

3)回答方法：令和７年８月２０日までに随時ホームページに掲載します。
４．選定スケジュール
①　書類・資格審査

提出書類や応募者の資格審査を行うとともに、応募者のサービスに対する考え方やサービス遂行能力を評価します。

↓

　②　対象事業者の選考・審査　　(令和７年９月中旬の予定)
提出書類や応募者による業務提案（プレゼンテーション）等に基づき、選定委員会において各委員500点満点として審査・評価を行います。
　　　　　↓

③　地域密着型サービス事業者の決定　(令和７年９月下旬の予定)
選定委員会による審査・評価を踏まえ、看護小規模多機能型居宅介護事業者を選定し、結果を書面により通知します。
　　　　選定に当たり、基準点（6割、300点）を設け、全委員の平均点が基準点未満の場合は、選定事業者として選定されません。
※　審査の結果、地域密着型サービス事業者として適当な事業者がいないと判断したときは、選定されない場合があります。
選定後の具体的な手続については、該当者に別途お知らせします。
５．補助金の交付

令和７年度の大阪府介護施設等の整備に関する事業補助金（大阪府地域医療介護総合確保基金事業）については、現時点では補助要件等を含めて確定しておりません。
(参考：令和６年度補助額（上限）)
・施設整備補助事業に係る分：３９，６００千円
・施設開設準備経費等支援事業に係る分：９８９千円×宿泊定員
なお、補助要件を満たさない場合は、大阪府との協議の上、補助金が交付されない場合もあります。そのため、応募に際しては補助金を組み入れずに運営計画及び資金計画等を作成するようにお願いします。
（参考：令和６年度補助対象除外費用）
・既に完了した事業に要する費用
・他の国庫負担（補助）制度により既に事業の経費の一部が負担され、又は補助を受けている事業に要する費用
・土地の買収又は整地等個人の資産の形成に要する費用
・職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設に要する費用
・既存建物の買収に要する費用（新築より効率的であると認められる場合を除く。）
・賃貸建物の改修等に要する費用（知事が必要と認める場合を除く。）
６．審査基準

応募者の提出書類及び業務提案（プレゼンテーション）により審査します。
	選考項目
	評価項目
	配点

	運営理念及び基本方針等
	・本事業への参入理由（熱意）・人権擁護の考え方及び具体的方策・運営の理念・運営方針
	60

	
	看護小規模多機能型居宅介護事業に対する考え方について
	60

	運営方針（地域との連携）
	事業所開設・建設にあたっての地域住民への理解を得るための方策について
	40

	
	地域との連携についての方策
	40

	施設整備計画
	立地状況・利便性・整備の実現性について
	20

	
	施設の設計上・設備面における特徴について　(施設機能の充実性・衛生)
	20

	施設運営の考えと体制
	人権研修・人材育成（ケアの質の向上のための方策について）・地域住民雇用
	40

	
	事故防止、安全対策、事故対応苦情
	40

	
	衛生管理体制
	40

	
	医療との連携体制
	20

	
	個人情報保護・法令遵守について
	20

	
	大東市内における介護サービス提供の実績
	20

	
	行政施策への協力
	20

	経営状況と実績
	事業実績・同種事業の運営経験について
	20

	
	施設等の資金計画
	20

	
	法人の財務状況の安定性
	20


７．選定結果の通知

①　地域密着型サービス事業者の選定後、応募者に対し、選定結果（当選・補欠・落選）を文書で通知します。

②　当選事業者が不測の事態により辞退等された場合に備え、今回の応募者の中から、次点の事業者を補欠事業者とします。

③　当選事業者の選定辞退等の場合は、補欠事業者を新たに当選事業者として選定します。

８．選定事業者の努力規定

①　当選事業者は、第９期大東市総合介護計画の施設整備計画の趣旨を十分理解するとともに、やむを得ず辞退等に至ることが懸念される場合には、速やかに辞退を申し出ることとします。

②　また、内定通知の発送日から起算して９０日を経過した時点で、建設工事または改修工事の着工に至らない場合には、市が第９期大東市総合介護計画の施設整備計画に沿った円滑な施設整備をすすめるための新たな事業者を公募する期間を確保できるよう、自発的に辞退を申し出てください。
　　ただし、今回の募集に関しては「５.補助金の交付」に記載のとおり、現時点では、事業整備補助金の補助要件等についての確定がなされていません。事業整備補助金の活用を検討されている場合は、着工までの期間制限には別途対応いたします。
９．応募資格（要件）

①　介護保険法第８条各項に規定するいずれかの事業において、１年以上の実
績を有する団体等であること。
②　地域密着型サービスの運営を直接行う事業所であること（サービスの委託は認めません）。

③　サービスを実施する土地・建物等が確保されている、又はその見込みが確実にあること。

④　原則、令和７年度末までに整備が見込めること。ただし、やむを得ない理由により令和７年度中の整備が困難な場合には翌年度まで延長可。
⑤　介護保険法第７８条の２第４項各号（地域密着型サービス事業者指定に係る欠格事項）の規定に該当しないこと。
⑥　大東市暴力団排除条例第７条各号の規定に該当しないこと。
⑦　「大東市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」、「大東市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例」及び介護保険関連法規の基準を満たすこと。
⑧　介護保険サービス事業について、過去の監査指導において、重大な指摘を受けていないこと。

⑨　市税・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

⑩　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当するものとして、大東市から指名停止措置を受けていないこと。

⑪　会社更生法、民事再生法等の規定に基づく更正又は再生手続をしていないこと。
⑫　都市計画法、建築基準法、消防法その他の関連する法令等の基準を満たしていること。
※　選定後に応募資格（要件）を満たしていないことが判明したときは、失格とします。
１０．応募に係る提出書類
	No
	項目
	内容
	様式

	１
	応募申請書及び誓約書
	所定の様式（第1号の「市町村の条例で定める者」は、法人または病床を有する診療所を開設している者と読みかえる。）
	様式１

	２
	管理者・計画作成担当者(予定者)の経歴書
	1)管理者・計画作成担当者（予定者）の氏名、主な職歴等

2)当該事業に関する資格を有する場合は、併せて記載してください
	様式２

	３
	従事者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（案）
	想定する従業者の勤務体制について記載してください。氏名は記入不要です。
	様式３

	４
	事業計画書
	法人、事業所、事業等の基本的な内容など
	別紙１

	５
	事業内容企画書
	本件に応募された理由、事業運営に対する基本的な考え方についてなど
	別紙２

	６
	資金計画書
	1)資金需要(事業費、借入金返済、運転資金等)

2)資金調達(自己資金、借入金等)

3)借入金償還計画
	別紙

３－１

３－２

	７
	収支計画書
	事業開始から３年間の収支見込

(介護報酬等は現行制度によります。)

※３年後も赤字の場合は黒字に転換するまで作成してください。
	別紙

４－１～３



	８
	土地売買(賃借)の状況確認書
	所定の様式（契約書、確約書等がある場合は写しを添付してください。）
	別紙５

	９
	申請者の定款等及びその登記事項証明書
	介護保険に関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄付行為及びその登記事項証明書（履歴事項）
	

	10
	法人登記簿謄本
	当該業務を実施するにあたり、必要業務が記載されている定款（応募申込日前３ヶ月以内に発行されたもの）
	

	11
	当該申請に係る資産の状況
	直近３ヵ年分の決算書類
●社会福祉法人は、資金収支決算書、事業活動収支決算書及び貸借対照表
●株式会社等は、損益計算書、キャッシュフロー計算書及び貸借対照表
	

	12
	開設までのスケジュール
	建設（改修）工事から開設までのスケジュール
	

	13
	事業所(予定地)の写真
	事業所(予定地)の外観及び内部の画像(カラーで数枚程度)
	

	14
	設備・備品等一覧表
	所定の様式
	様式４

	15
	事業所の案内図配置図・平面図等
	1)案内図(縮尺1/10,000 程度)

2)配置図

3)平面図

4)その他：実施地域(予定)を記載した図面
	

	16
	その他必要な書類
	現在運営している施設等のパンフレット（該当する場合のみ）
	


※１　提出書類は、正本１部、副本７部（コピー可）の計８部を提出してください。
※２　提出書類「１６」以外は、必ず提出してください。
※３　提出書類は、特に指示があるもの、及び証明書等の既定の大きさのもの以外は、Ａ４サイズで作成してください。

※４　資料の訂正、補足の必要がある場合は、別途連絡します。

※５　提出書類には、項目ごとに白紙を入れ、書類番号のインデックスを付けてください。

※６　提出書類は左閉じで穴を開けて、フラットファイルに綴じてください。

※７　上記のほか、必要に応じて書類の追加提出を求める場合があります。
１１．留意事項

①　応募に当たっては、介護保険法、建築基準法、消防法等の関係法令の基準を遵守していなければなりません。

②　提出書類の差替えは認めません。また、提出書類は返却しません。
③　応募に係る一切の費用（書類作成及び証明に係る費用負担等）は、応募者の負担とします。

④　提出書類、業務提案（プレゼンテーション）に不正又は虚偽の内容があった場合は、失格とします。選定後に判明した場合も、同様とします。

⑤　提出書類は、地域密着型サービス事業者選考以外の目的には使用しません。

⑥　提出書類は、大東市情報公開条例に基づく公開の請求により公開することがあります。

⑦　受付後に応募を辞退する場合は、速やかに辞退届（任意様式）を提出してください。

⑧　選定後の権利譲渡等は、認めません。

　⑨　選定後の用地等の変更は、認めません。

　⑩　審議結果及び事業者決定に対する異議には応じません。
⑪　「５.補助金の交付」に記載のとおり、令和７年度の事業整備補助金については現時点で確定がされていません。補助金を活用される場合、整備着工前に補助金の交付申請及び交付決定を経なければ補助金は交付されません。つきましては、選定までの期間に令和７年度の事業整備補助金の補助要件等が確定しない場合、整備着工に期間を要する場合があります。
１２．問い合わせ・提出先
書類の誤字・脱字以外の質問については、電話での回答はいたしませんので、ご注意ください。





担当部局：大東市保健医療部高齢介護室　高齢政策グループ


担　　当：杉江、筒井、岸本


住　　所：〒574-8555　大東市谷川１丁目1番1号 大東市役所 西別館２階


電話番号：072-800-3244（直通）　ＦＡＸ：072-872-8080　


Ｅ-mail ：kourei-seisaku@city.daito.lg.jp
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